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第 217回 地震予知連絡会 

記者会見資料 
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GNSS連続観測から推定した日本列島のひずみ変化

2011年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震の余効変動の影響によるひずみが見られる．
2016年 4月の熊本地震の余効変動の影響によるひずみが見られる．

2016年 10月 21日の鳥取県中部の地震に伴う地殻変動の影響によるひずみが見られる．
2016年 11月 22日の福島県沖の地震に伴う地殻変動の影響によるひずみが見られる．

2016年 12月 28日の茨城県北部の地震に伴う地殻変動の影響によるひずみが見られる．

基準期間：2016/10/07 – 2016/10/21 ［Ｆ３：最終解］
比較期間：2017/10/07 – 2017/10/21 ［Ｆ３：最終解］
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CONT.
EXT.
ppm0.1 0.3

・GNSS連続観測による変位ベクトルからひずみ変化図を作成した．
・座標値の 15日分の平均値から 1年間の変位ベクトルを算出し，それに基づいてひずみを計算している．
・海底地形データは ETOPO1（Amante, C. & B. W. Eakins(2009)）を使用した.

国土地理院資料

5



138° 139° 140° 141° 142° 143° 144° 145°

35°

36°

37°

38°

39°

40°

41°

42°
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100 km

白抜き矢印：保守等によるオフセット補正

2011/03/11 M9.0

2011/03/15 M6.4

2011/03/19 M6.1

2011/03/23 M6.0

2011/04/07 M7.2

2011/04/11 M7.0

2011/04/12 M5.6

2011/04/12 M6.4

2011/06/23 M6.9

2011/07/10 M7.3

2011/09/17 M6.6

2011/09/29 M5.4

2012/03/14 M6.1

2013/02/02 M6.5

2013/02/25 M6.3

2014/07/08 M5.6

2014/11/22 M6.7

2015/02/17 M6.9

2015/05/13 M6.8

2016/01/14 M6.7

2016/11/22 M7.4

2016/12/28 M6.3

2017/06/25 M5.6

47.9cm(銚子)

98.7cm(相馬１)

45.9cm(八戸)

105.4cm(岩泉２)

135.9cm(山田)

120.9cm(矢本)

20.1cm(東通２)

139.3cm(岩手川崎Ａ)

108.9cm(Ｍ牡鹿)

50cm

基準期間 : 2011/03/12 -- 2011/03/12 ［Ｆ３：最終解］

比較期間 : 2017/10/15 -- 2017/10/21 ［Ｆ３：最終解］

固定局：福江（長崎県）

49.0cm(北茨城)

国土地理院資料

東北地方太平洋沖地震（M9.0）後の地殻変動（水平）ー累積ー
東北地方から関東甲信越にかけて東向きの変動が見られる．
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2015/02/17 M6.9

2015/05/13 M6.8

2016/01/14 M6.7

2016/11/22 M7.4

2016/12/28 M6.3

2017/06/25 M5.6

+12.1cm(銚子)

+23.9cm(相馬１)

+2.4cm(八戸)

-4.2cm(岩泉２)

+3.2cm(山田)

+42.1cm
(矢本)

+6.8cm(東通２)

+29.1cm(岩手川崎Ａ)

+53.9cm(Ｍ牡鹿)

10cm

基準期間 : 2011/03/12 -- 2011/03/12 ［Ｆ３：最終解］

比較期間 : 2017/10/15 -- 2017/10/21 ［Ｆ３：最終解］

固定局：福江（長崎県）

+16.2cm(北茨城)

国土地理院資料

東北地方太平洋沖地震（M9.0）後の地殻変動（上下）ー累積ー

関東甲信越地方及び青森県から北海道の襟裳岬付近にかけた地域に隆起が見られる．
宮城県から千葉県にかけての太平洋沿岸に隆起が，岩手県沿岸と奥羽背梁山脈付近に沈降が見られる．
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南海トラフ沿いの地殻変動（1年間）【固定局：三隅】
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国土地理院資料
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南海トラフ沿いの非定常地殻変動（１年間）【固定局：三隅】

【水平変動】
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2016/11/4 − 2017/11/4

【上下変動】

130° 132° 134° 136° 138° 140°

32°

34°

36°
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up
down1cm

2016/11/4 − 2017/11/4

・非定常地殻変動時系列から、１年間の変動量を示している。
※非定常地殻変動時系列：
・2006 年 1 月から 2009 年 1 月のデータから平均変動速度、年周・半年周成分を推定して、元の時系列データから除去した時系列。

国土地理院資料
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西南日本の深部低周波微動・短期的スロースリップ
活動状況 （2017 年 8 月～ 10 月）その１ 防災科学技術研究所

防災科学技術研究所資料

● 主な微動活動： 
　四国東部，8 月 8 日～ 14 日．四国中部，9 月 9 日～ 16 日．
　豊後水道，10 月 14 日～ 20 日．

kmkm km

図 1. 西南日本における 2017 年 8 月～ 10 月の月毎の深部低周波微動活動．赤丸はエンベロープ相関・振幅ハイ
ブリッド法 (Maeda and Obara, 2009) およびクラスタ処理 (Obara et al.，2010) において，１時間毎に自動処理され
た微動分布の重心である．青菱形は周期 20 秒に卓越する深部超低周波地震 (Ito et al., 2007) である．

National Research Institute 
for Earth Science and Disaster Resilience
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図 2. 2017 年 8 月 1 日～ 11 月 2 日の深部低周波微動（赤）および，深部超低周波地震（青菱形）の時空間分布．
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図 3. 2003 年 1 月～ 2017 年 11 月 2 日までの深部低周波微動（赤）および，深部超低周波地震（青菱形）の時空間
分布．緑太線は，傾斜変動から検出された短期的スロースリップイベント．
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気象庁作成 

せんぼく こわくび 

９月８日、９日 秋田県内陸南部の地震 

 

2017 年９月８日 22 時 23分に秋田県内陸南部の深さ９km で M5.2 の地震（最大震度５強、今回の地
震①）が発生した。この地震により、住家一部損壊４棟の被害が生じた（総務省消防庁による）。ま
た翌９日 11 時 42 分にもほぼ同じ場所で M3.4 の地震（最大震度４、今回の地震②）が発生した。こ
れらの地震は地殻内で発生した。地震①は発震機構が北西－南東方向に張力軸を持つ横ずれ断層型で
あった。地震①の発生以降まとまった地震活動がみられており、領域ａ内では最大震度１以上を観測
する地震が 10 月 31 日までに 54 回（震度５強：１回、震度４：１回、震度３：２回、震度２：13 回、
震度１：37 回）発生している。 
1997 年 10 月以降の活動をみると、今回の地震の震源付近（領域ａ）では、「平成 23 年（2011 年）

東北地方太平洋沖地震」（以下、東北地方太平洋沖地震）の発生以降に活動が活発化しており、今回
の地震①が最大規模の地震であった。 

震央分布図 
（1997 年 10 月１日～2017 年 10 月 31 日、 

深さ 0～30km、M≧2.0） 
東北地方太平洋沖地震より前に発生した地震を薄い○、 
東北地方太平洋沖地震発生以降に発生した地震を○、 

2017 年９月以降の地震を濃い○で表示 

ａ今回の地震② 

図中の細線は、地震調査研究推進本部の長期評価による活断層を示す 

領域ａ内のＭ－Ｔ図及び回数積算図 

（2017 年９月１日～10 月 31 日、M≧0.5） 

1885 年１月以降の活動をみると、今回の地震
の震央周辺（領域ｂ）では、1914 年３月 15 日
に「秋田仙北地震（強首地震とも呼ばれる）」
（M7.1）が発生し、死者 94 人、負傷者 324 人、
住家全壊 640 棟等の被害が生じる（被害は「日
本被害地震総覧」による）など、M7.0 を超える
地震が２回発生している。 

領域ｂ内のＭ－Ｔ図 

震央分布図 
（1885 年１月１日～2017 年 10 月 31 日、 

深さ０～50km、M≧5.0） 
2017 年９月以降の地震を濃く表示 

今回の地震① 

宇津カタログ※ 

ｂ 

「秋田仙北地震」 

「陸羽地震」 

※宇津（1982,1985 など）による

横手盆地東縁断層帯 

今回の地震① 

りくう 
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平成 29年３月 地震・火山月報（防災編） 

- 14 - 気象庁作成 

 2016 年 12 月 28 日の M6.3 の地震（最大震度６
弱）の発生以降にまとまった地震活動がみられて
いる領域およびその周辺（領域 a）では、今期間
（2017年８月～10月）、８月２日に M5.5の地震（最
大震度４）、８月 27日に M4.8の地震（最大震度３）、
10月１日に M4.9の地震（最大震度３）、11月３日
に M4.8 の地震（最大震度３）が発生するなど地震
活動が活発な状況が継続している。この地震活動
は地殻内で発生した。領域 a 内では、最大震度１
以上を観測する地震が８月１日から 11 月５日ま
でに 36回（震度４：１回、震度３：４回、震度２：
９回、震度１：22回）発生している。 

1997 年 10 月以降の活動をみると、福島県浜通
りから茨城県北部にかけての地殻内（領域ｂ）で
は、東北地方太平洋沖地震の発生後に地震活動が
活発化し、2011 年４月 11日に発生した M7.0 の地
震では、死者４人等の被害が生じた（被害は総務
省消防庁による）。この活発な地震活動は現在も継
続している。 

 Ａ 

 Ｂ 

 

2016 年 12 月 28日からの茨城県北部の地震活動 

震央分布図 
（2011年１月１日～2017年 11 月５日、 

深さ０～20km、M≧2.0） 
2016年 12月 27日までの地震を薄い×で表示 

2016年 12月 28日から 2017年７月 31日の地震を薄い○で表示 

2017年８月以降の地震を濃い○で表示 

領域ａ内のＭ－Ｔ図及び回数積算図 

ａ 

震央分布図 
（1997年 10 月１日～2017年 11 月５日、 

深さ０～30km、M≧2.0） 
2017年８月以降の地震を濃く表示 

ｂ 

領域ａ内の時空間分布図（Ａ－Ｂ投影） 
（2016年 12月 28日～2017 年 11月５日、M≧1.5） 

（2016年 12月 28日～2017年 11月５日、 

M≧1.5） 

領域ｂ内のＭ－Ｔ図及び回数積算図 

東北地方太平洋沖地震発生 

福島県 

茨城県 

福島県 

茨城県 

Ｂ 

Ａ 

CMT 

CMT 
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平成 28年７月 地震・火山月報（防災編） 

平成 28年 12月 地震・火山月報（防災編） 

気象庁作成

 

 

鹿児島湾（震央分布図領域ａ）では、2016 年 12
月頃から地震活動がやや活発となり、2017 年 7 月
11 日に M5.3 の地震（最大震度５強、深さ 10km）、
８月 24日に M4.4 の地震（最大震度４、深さ７km）、
11月 1日に M3.8 の地震（最大震度４、深さ９km）
が発生するなど、現在も地震活動が継続している。
この地震活動は地殻内で発生している。この地震活
動により、2017 年５月から同年 11月 1日までに震
度 1以上を観測した地震が 49回（最大震度５強：1
回、最大震度４：2 回、最大震度３：2 回、最大震
度２：4 回、最大震度１：40 回）発生した。７月
11 日の地震では負傷者１人などの被害が生じた
（総務省消防庁による）。 
1885年１月以降の活動をみると、今回の地震活動

付近（領域ｂ）では、1893年９月７日にM5.3の地震
が発生し、知覧（現在の南九州市知覧町付近）で土
蔵破損10、居宅半倒１、倒家２などの被害が生じた。
また、1894年１月４日にM6.3の地震が発生し、山崩
れ29、道路決潰11などの被害が生じた。1914年１月
12日にはM7.1の地震が発生し、鹿児島市内で死者13
人、負傷者96人、住家全壊39棟などの被害が生じた
（被害はいずれも「日本被害地震総覧」による）。 

領域ａ内のＭ－Ｔ図及び回数積算図 

2016 年 12 月からの鹿児島湾の地震活動 

ａ 

ｂ

震央分布図 
（1885年１月１日～2017年 11 月１日、 

深さ０～100km、M≧5.0） 
2017年７月 11日以降の地震を 

濃く表示 

今回の地震活動で 

図中の細線は地震調査研究推進本部の 

池田湖西断層帯

長期評価による活断層を示す 

（2000年 10 月１日～2017年 11 月１日、 

震央分布図 

（2017年５月１日～11月 1 日） 

鹿児島県 

桜島 

開聞岳 

鹿児島県 

深さ０～20km、M≧1.0） 
2017年７月 11日以降の地震を 

濃く表示 

（2016年１月１日～2017年 11 月１日） 

最大規模の地震 
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国土地理院

2017年 11月イラン・イラクの地震に関する SAR干渉解析結果 

2017 年 11 月 12 日にイラン・イラク国境付近で発生した地震（Mw7.3）について，だい

ち 2 号のデータの解析を行った．得られた結果は以下のとおりである． 

 サルポレザハブ（Sarpol-e Zahab）から北北西に約 20km の付近を中心として、最大約

90cm の隆起及び最大約 50cm の西向きの変動が見られる（図 2）。震央付近では、最大

約 30cm の沈降及び最大 35cm の西向きの変動が見られる。10cm 以上の変動が生じた

地域は、直径約 80km にわたっている。

 地震の断層運動による変動の他にも、局所的な変動が山地斜面で多数見られ、地震の揺

れによって誘発されたものである可能性がある。

 SAR 干渉解析結果から震源断層モデルを推定したところ、震央のやや南側を中心として、

最大約 3m の滑りが推定された。モーメントマグニチュード（Mw）は 7.36（地震モー

メント：1.4×1020Nm）である。

図 1 解析範囲 

表 1 使用データ 

本成果は，地震予知連絡会 SAR 解析ワーキンググループの活動を通して得られたものである． 

図番号 観測日
観測時間

(UTC) 
衛星進行

方向

電波照射

方向

観測

モード

入射角

（震央付近）

垂直

基線長

3 2016/08/09 
2017/11/14 20:59 頃 北行 右

広域観測
(Normal) 47° -70m

4 2017/10/04 
2017/11/15 08:49 頃 南行 右

広域観測
(Normal) 47° +160m
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図 2 変動の(a)準上下成分及び(b)準東西成分 

(a) 

(b)

国土地理院資料
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重点検討課題の検討 

「予測実験の試行 04」 

17
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第217回地震予知連絡会 重点検討課題 趣旨説明

「予測実験の試行 04」について

コンビーナ 海洋研究開発機構 堀 高峰

 平成 23 年(2011年)東北地方太平洋沖地震の発生を受けて、地震予知連絡会は将来検討
WG を設置し、予知連の今後の活動の方向性について議論を行った。平成 25 年 11 月
に取りまとめられた報告書では、「モニタリングとして何が重要かを検討し、また、今の
予測能力の実力を把握・提示するために、今後、予測実験の試行を行うことが有効である
と考えられる。」ということを提言している。これを受けて、重点検討課題運営部会で議
論がなされ、平成 27 年 8 月 21 日に開催された第 208 回地震予知連絡会で、重点検
討課題として「予測実験の試行」を取り上げることとなった。

 これまで３回の「試行」は以下のような概要であった。（１）定式化された手法を過去
のデータに適用して、現在までの状況を予測した事例が紹介された。具体的には、CSEP 
の地震活動予測、繰り返し地震の予測、前震活動による予測、および余効変動の予測が報
告された。（２）前回発表時以降の地震発生や地殻変動について、実際の発生状況あるい
は変動の進行がどの程度適合しているのかが紹介された。また、ある予測手法が「当たり
前の予測」よりもどの程度優秀であるのかを示す拡張ブライアスコアの有用性についても
解説された。（３）これまでのCSEP・繰り返し地震・前震活動に基づく地震の予測や東
北地方太平洋沖地震の余効変動の予測が、その後一年間の実際のデータとどの程度適合し
ていたのかを検討するとともに、直近に発生した大地震について、事前にどの程度の予測
が可能であったのか検討した。

 今回は、地震活動や地殻変動のデータにもとづく地震の予測のうちで、新たに取り組ま
れつつある手法の紹介を中心に行う。また、これまでの予測がどの程度適合していたのか
を検討するとともに、予測実験に移行するための課題についても議論する予定である。
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話題提供者〔敬称略〕

１．マグニチュードと時空間情報に基づく前震確率評価モデルの識別性能 

  統計数理研究所 野村 俊一

２．次の地震のマグニチュード予測と評価 

  統計数理研究所 尾形 良彦 

３．本震前に現れるG-R則からの逸脱と，その特徴に基づいた地震予測モデルの提案 

  気象庁気象研究所 弘瀬 冬樹

４．b値にもとづく全地球規模の大地震発生予測のモデル 

  静岡県立大学グローバル地域センター 楠城 一嘉 

５．Mw8.0 以上の地震に先行した地震活動長期静穏化  

  北海道大学地震火山研究観測センター 勝俣 啓 

６．経験則から期待される大地震発生の確率:相場のレビュー 

東京大学地震研究所 中谷 正生 
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マグニチュードと時空間情報に基づく前震確率評価モデルの識別性能

統計数理研究所 野村俊一，尾形良彦 

本震に先駆けて起こる前震群は，群内のマグニチュード差，時空間的距離に見られる特徴

と地域性に基づき，他の地震群との完全な区別はできないまでも，それが前震である確率を

本震が起こる前に評価することができる。これらの特徴は，地震群内の地震数 N と最大マ

グニチュードM1に依存して変化するものの，その 2つが同条件の下では図 1のように前震

群と他の地震群の分布のしかたに違いを見ることができる。図 1では，(a) 群内の最大マグ

ニチュード M1と二番目に大きいマグニチュード M2の差，(b) 地震群の継続期間 T（日），

(c) 群内の平均震央間距離 D（km），(d) 群内の中心経度 X，緯度 Y の各々に対する，相対

的な前震群の割合の変化を確率利得として推定している。図 1 (a)～(d) それぞれ単体の情

報による前震の識別性能には限界があるが，図 1 (a)～(d) のそれぞれで推定された確率利

得を合算して前震確率を評価することで，より高い識別性能を得ることができる。 

図 1.  地震数 N = 4の前震群（赤点）と他の地震群（青点）の分布の違い。両者の分布の違

いから推定された確率利得（高いほど前震確率が上昇）をカラースケールで示している。 

1926年から 1999年までの気象庁カタログから前震確率（最後の前震から 30日以内に，

前震を上回るマグニチュードの本震が発生する確率）の評価式を学習し，2000年から 2017

年 10月までの同カタログに適用して地震群の地震数が増えるごとに前震確率を評価した。

群内地震数が N = 2, 4, 8 となった時点での前震確率の評価値を 10%区切りの階級に分け，

適中率すなわち実際の前震割合と比較した結果を表 1 に示す。適中率は，該当の地震群数

が少ない階級を除いて，各階級の前震確率評価値と概ね整合的である。 

表 1.  2000年以降の前震確率評価値の度数分布と適中率（＝前震群数／全地震群数）。 

前震確率の評価値 0-10% 10-20% 20-30% 30-40% 40-50% 50-60% 60-70% 70-80% 合計 

N = 2 

全地震群数 463 483 227 64 14 2 0 0 1253 

前震群数 32 74 47 20 4 2 0 0 179 

適中率 7% 15% 21% 31% 29% 100% N/A N/A 14% 

N = 4 

全地震群数 151 98 54 22 14 5 1 2 347 

前震群数 14 16 10 8 2 1 1 2 54 

適中率 9% 16% 19% 36% 14% 20% 100% 100% 16% 

N = 8 

全地震群数 82 17 10 2 6 5 2 0 124 

前震群数 7 3 4 1 3 2 2 0 22 

適中率 9% 18% 40% 50% 50% 40% 100% N/A 18% 

統計数理研究所 野村 俊一 　資料
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2017 年 11 ⽉ 22 ⽇

本震前に現れる G-R 則からの逸脱と，その特徴に基づいた地震予測モデルの提案

弘瀬冬樹（気象研究所）

地震の規模別頻度分布は⼤局的には Gutenberg-Richter（G-R）則に従うが，詳細にみれば上に
凸になったり蛇⾏したりするなど G-R 則に従わないこともある．1990 年以降に東⽇本の太平洋
沖で発⽣した M7.0 以上の本震前の規模別頻度分布は G-R 則から逸脱し，本震後に G-R 則に従う
傾向にあることがわかった（図 1）．G-R 則からの逸脱の程度はパラメータ η 値［宇津, 1978, 地
震 2］で表すことができる．規模別頻度分布が G-R 則に従う場合の理論値は 2 で，2 未満だと上
に凸の分布，2 より⼤きいと下に凸の分布となる．例えば，100 個のデータから求めた η 値が 1.70
以下であれば，統計的には有意⽔準 5%で G-R 則から逸脱していると判断できる．

そこで我々は，η 値に基づいたシンプルな予測モデルを作成し，実データに回顧的に適⽤した．
その結果，予測対象地震の規模に応じたデータ抽出半径を⽤いた場合，確率利得は 23 倍程度と
低いものの，無作為な予測よりは良い成績となった．現在，関東東⽅〜南東沖などの地域で低η
値を⽰す領域が現れており（図 2），今後の地震活動の推移に注⽬している．

詳細については，弘瀬・前⽥ [2017, 地震 2]を参照．

図 2. （左）M7 前半，（右）M7 後半〜
M8 前半の地震が将来，暖⾊系（低η値）
の領域を余震域に含んで発⽣するという
予測マップ．1990 年〜2017 年 10 ⽉ 31
⽇のデータを⽤いて，2017 年 11 ⽉ 1 ⽇
〜の予測をしている． 
M7 前半（M7.0-7.5）の地震を予測対象
とした場合，内陸では北海道⼗勝及び茨
城付近，海域では北海道東⽅沖，宮城沖
のアウターライズ，及び関東東⽅沖に顕
著な低η値の塊がある． 
M7 後半〜M8 前半（M7.6-8.5）の地震を
予測対象とした場合，北海道東⽅沖及び
関東東⽅沖〜南東沖に顕著な低η値の塊
がある． 

図 1. 2008 年 5 ⽉ 8 ⽇に
茨城沖で発⽣した M7.0
の（左）本震前，（右）本
震後（本震は含まない）
の規模別頻度分布． 
◇は各 M のイベント数，
◆は◇のイベント数を積
算したもの．⻘線は G-R
則，緑線は改良 G-R 則，
橙線は⼆区間 G-R 則で
近似．規模別累積頻度分
布（◆）に注⽬すると，
本震前は上に凸となって
G-R 則から逸脱している
が，本震後は G-R 則に概
ね従っている．

本研究は，前⽥憲⼆⽒（前気象研地震津波研究部⻑）との共同研究の成果による．

気象庁気象研究所 弘瀬 冬樹　資料
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第 217 回地震予知連絡会 重点検討課題 「予測実験の試行 04」 

b 値にもとづく全地球規模の大地震発生予測のモデル 

静岡県立大学 楠城一嘉

地震の規模別発生頻度を、横軸にマグニチュード(M)、縦軸に累積頻度の対数をとってプ

ロットすると、直線で近似できる。これは、グーテンベルグ・リヒター則と呼ばれ、直線の

傾きの値(b 値)と地震発生域の差応力の大きさの間に相関があると知られている。一般に、

断層のアスペリティのような応力集中のところでは、b 値は小さい。一方、差応力が小さい

ところ、例えば、間隙水圧が大きなところでは、b 値は大きい。既往研究から、上記を支持

する結果が得られており、例えば、M9 クラスの 2004 年スマトラ島沖地震や 2011 年東北地

方太平洋沖地震の震源付近で、それぞれの地震の前の 10 年程度にわたり、b 値の減少があ

った報告がある(Nanjo et al. 2012)。これらの観測事実を踏まえれば、次の課題は、b 値が予

測に有効か実力を把握することであり、試行実験を行う必要がある。

本講演では、この実験を行うために、b 値に基づく予測モデルの構築を開始したことを報

告する。地球上の大地震を対象とした(今回は M≥8 を対象)、毎年警報を出すモデルである

(図 1)。現在のところ、警報を出すルールは単純で、b 値の減少が観測された場合(今回は 8

年間の b 値の時間変化が、1 年間あたり b 値が 0.03 の割合で減少した場合)、次の 5 年間に

は警報を出すというものである。一方、b 値の減少が観測されない場合、警報は出さないと

した。また、地震数の足りない地域を評価外とし、また、M≥8 の地震後の 5 年間は余震の

効果を取り込まないために、評価外とすることなどもルールとした。モデルは未だ構築中だ

が、予測の有意性を示す結果も出てきた。今後の課題として、b 値の予測モデルを最適化す

ること、また、リアルタイムに事前予測できるようにモデルを拡張することが挙げられる。

図 1. 2011 年の

M≥8 を対象とした

予測地図。2010 年

末までの地震を b

値で解析した結

果に基づく。東北

地方太平洋沖地

震の震源付近で

警報が出ている

ことが分かる。 

静岡県立大学　 楠城 一嘉　資料24



重点検討課題「予測実験の試行０４」 

Mw8.0以上の地震に先行した地震活動長期静穏化 

北海道大学 地震火山研究観測センター 

勝俣 啓 

大地震の前になると今まで定常的に続いていた地震活動が異常に低下するという事例が

多数報告されている．これを地震活動の「静穏化」と呼び，大地震の長期的な前兆現象だと

する仮説が提唱されている．本研究では，1990～2017 年に発生し，深さ 68km より浅く，

さらにMw8.0以上の地震 20個について地震前の静穏化の有無を調査した（下図参照）．調

査には国際地震センター(International Seismological Center, ISC)が公表しているデータ

ベースを使用し，検知能力が一定だと考えられるM5.0以上の地震を選択し，発生レートの

時間変化を解析した．その際，余震や群発地震などは ETASモデルを用いて取り除いた． 

その結果，調査した 20個の地震すべてにおいて地震前に長期静穏化が見つかった．静穏

化開始から本震発生までの時間は，短いもので 8.6年，長いもので 25.1年であった．また，

20個中 12個の地震では，同程度の静穏化は震源域の周囲にただ一つだけ存在し，大地震と

静穏化が一対一に対応していた． 

以上の結果から，Mw8.0以上の地震では，必ず 10年間程度より長い静穏化が先行してい

るので，地震活動に静穏化が見られない場所では，「Mw8.0以上の地震は今後 10年間程度

は発生しない」というような情報が出せるかも知れない．ただし，南海トラフのように定常

的な地震活動が低い場所では，静穏化の有無が判断できないのでこの手法は使えないだろ

う． 

1990 年から 2017 年までに

発生した浅い Mw8.0 以上の

地震（Global CMTカタログ

より）． 

赤：今回静穏化を調査した 

20個の地震 

黒：定常的な地震活動が低い

ので静穏化の有無が判

断できなかった地震 

北海道大学　勝俣 啓　資料
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経験則から期待される大地震発生の確率：相場のレビュー

中谷正生 (東京大学地震研究所) 

これこれの事象が観察されたあと一定の期間T内に，ある空間領域Rで，あるM以
上の地震がおこる確率QONはいくらであるか? 「経験則による大地震発生の確率予測」
とは，過去に「これこれの事象」がおきた事例を集めて，何例中何回で地震が実際に

おきたかという実績(適中率)を調べておき，次にその事象が観察されれば，Mいくつ
の地震がRTで発生する確率がQON (実際には，母比率の区間推定)になったと発表
する作業である．アラーム型の予測も，予測確率値がQONとQOFFの二種しかないだけ

で実質的には確率予測である．また，統計モデルといわれるものは「これこれの事象」

の有無ではなく，その程度を連続値として把握して，出力Qに0と1の間のあらゆる値を
許すだけで，これも，純粋な経験則である．

もちろん，「これこれの事象」なしに地震が起きることはあり，地域xの長期平均の大
地震発生レート(λ0(x), 発/単位時空)にRTを乗じて得られるベース確率Q0(x)よりQON

が大きくなければ，その事象の観察は，確率予測の濃淡を増す効果がない． M>6を
対象に確率ゲインG = QON/Q0 (正確にはλON/λ0)が有意に>1であることが示されてい
る経験的な先行事象から期待されるR, T, QON, Gを計算してみた(下表)．  

東京大学地震研究所 中谷 正生　資料
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第 218 回地震予知連絡会 重点検討課題 趣旨説明 

「熊本地震で見えてきた課題」について

コンビーナ 東北大学災害科学国際研究所 遠田晋次

2016 年４月 16 日熊本地震（M7.3）では、日奈久断層北端と布田川断層が活動し、

長さ約 30km の区間にわたって地表地震断層が現れた。地震調査研究推進本部が長期評

価を行っている約 100 の主要活断層の中で、長期評価の公表後に顕著な断層変位を伴

った地震が発生したのは神城断層以来２例目であった。ただし、熊本地震発生前の評価

では、布田川断層の平均活動間隔は 8,100～26,000 年、最後の活動が約 6,900 年前～

2,200 年前で、 30 年確率が「ほぼ０～0.9％」とされていたことから、特に大地震発生

が切迫していると考えられていたわけではなかった。

 しかし、地震発生後の１年半の間に各種機関が実施した調査結果をみると、布田川・

日奈久断層帯の活動間隔は 2,000〜4,000 年程度で、地震前の評価よりも頻繁に活動し

てきたことが見えてきた。また、日奈久断層帯日奈久区間など、熊本地震時に動かなか

った区間の調査も進んでいる。確率の信頼性を担保するデータ量や質など、長期予測の

向上へつながる要点や、長期評価の限界も見えつつある。

一方で、震源決定精度向上や干渉 SAR などの観測技術の進展により、地表断層と震

源断層との関係も詳しく把握されつつある。特に、地表断層変位の詳細な分布・変動量

の可視化は著しい。熊本地震では、布田川・日奈久断層帯以外にも 200 個所以上で小

変位が誘発されたことが確認された。そのなかには、活断層とされていたものも多数含

まれ、すべての活断層が必ずしも個別に大地震を起こさず、受動的に変位することも示

唆される。大地震の「結果としての活断層」なのか、「原因としての活断層」なのか、

活断層の再定義・再評価につながる研究成果が得られている。

 また、地形・地質調査による長期評価を活かすためにも、中短期の変動を加味するこ

とが重要と思われる。熊本地震では、日奈久断層帯北端付近で本震の 28 時間前に M6.5、 

25 時間前に M6.4 の地震活動があり、活動域の拡大やプレスリップを示唆する地殻変

動が指摘されている。さらに遡ると、2000 年には同地域で M5 も発生している。これ

らの活動域は、布田川断層と日奈久断層の屈曲部にあたり、King らが 1980 年代に示

した破壊開始・停止に関わる断層幾何形状モデルの再考を促すとともに、内陸地震発生

予測への手掛かりとなることも期待される。さらに、「遅れ破壊」という観点からは、

現在も余効変動が継続中であり、地表地震断層での変位の成長も確認されている。震源

断層沿いの経時的な変形や、周辺活断層への影響評価が急がれる。

これらを踏まえ、第 218 回の重点検討課題では、各方面の専門家を招聘し、熊本地

震の最新の知見を共有する。そのうえで、活断層と内陸地震発生機構への理解を深め、

内陸地震予測への調査研究の方向性などについて議論する。
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